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緑茶は，昔から日本人にとって最も親しまれている嗜

好飲料である。緑茶には，カテキン類，カフェイン，ビ

タミン類（ビタミンC, E），テアニン等のアミノ酸，ク

ロロフィル等が含まれている１）。その中でも，カテキン
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To establish an efficient extraction method for functional components from food materials, we
developed a piece of equipment for increasing-decreasing pressure extractions, which utilizes the
pressure difference caused by a flow of water. We extracted the functional components of green tea
using this equipment. As a result, catechins, caffeine, amino acids, chlorophyll, and α -tocopherol were
efficiently extracted from green tea at a room temperature（２０～２５℃） in a short time（１５ min）. In
addition, significant antioxidant activity attributed to the green tea extracts was confirmed, which the
ethanol concentration was more than ６０%（v/v）. Although the concentration of chlorophyll decreased
after storage for three months, the concentrations of the catechins, caffeine, and amino acids did not
change significantly upon storage. Therefore, even though there was an issue regarding the retention
of color owing to the decrease in chlorophyll, this method is suitable for the extraction and storage of
functional components from food materials.
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類は多くの生理機能性があることが報告されている２）。

特に，カテキン類には強い抗酸化活性が認められてお

り３），茶葉に多く含まれているビタミンEとともに緑茶

の抗酸化活性を高めている４）。カフェインには，覚醒作

用があり，作業能力の向上につながることが確認され５），

旨味を示すテアニンについては，リラックス効果が科学

的に証明されている６）。クロロフィルは，鮮やかな緑色

を示す脂溶性の色素で緑茶の品質に影響している。この

ように，茶に含まれている成分は，食品の２次および３

次機能に関与する成分が多く，これらを有効に抽出する

方法が求められている。

通常，緑茶の抽出には熱水抽出法が一般的であるが，

カテキンの酸化や分解７），８），エピマー化７），９）が生じる。ま

た，加熱により，緑茶浸出液のフレーバーや色の変化が

生じることも問題となっている１０）。熱による変敗を防ぐ

ために，低温での抽出も試みられているが，有効成分の

抽出に時間がかかり，それに伴う変質もみられている１１）。

最近では，超臨界流体抽出法を用いて，カテキンの抽

出１２），脱カフェイン１３）などが試みられているものの，装

置が高価であるため一般には用いられていない。

これまでに，私たちは植物の細胞壁内外の圧力差によ

って水が細胞内外を出入する現象に着目し，水流によっ

て圧力差をさらに大きくすることで植物中の有効成分を

効率的に抽出する急速加減圧抽出技術を開発した１４）。本

技術では低温且つ短時間での抽出が可能であるため，抽

出過程における成分変化を伴わず，高機能且つ高品質な

新規食品・天然物抽出液の製造が可能になると期待され

ている。本研究では，緑茶有用成分の抽出法の確立を目

的として，本抽出技術を活用した急速加減圧抽出装置を

新たに設計・製造した。この装置を用いて，試験的に緑

茶抽出液を作製し，抽出液中に含まれる各種有用成分の

含有量を調べるとともに，抽出液の抗酸化活性評価を実

施した。さらに，抽出後の保存安定性試験も実施し，カ

テキン，カフェイン，アミノ酸成分量の経時変化を観察

するとともに，クロロフィルの安定性に起因する色調の

変化を確認した。

実 験 方 法

１．試 薬

カテキン（（‐）-エピカテキン：EC，（‐）-エピガロカ

テキン：EGC，（‐）-エピカテキンガレート：ECG，

（‐）-エピガロカテキンガレート：EGCG）は，長良サイ

エンス製のものを用いた。アミノ酸は，緑茶に含まれて

いる主要な６種類，アスパラギン酸（Asp），セリン

（Ser），グルタミン酸（Glu），グルタミン（Gln），アル

ギニン（Arg），テアニン（The）（特級，和光純薬工

業）を用いた。カフェイン（特級），α-トコフェロール

（α-Toc，特級），クロロフィル-a（スピルナ製，生化学

用）は，和光純薬工業から購入したものを使用した。エ

タノールは，日本アルコール産業の１級（トレーサブル

９９，純度９９％）を用い，これを１００％エタノールとした。

なお，エタノール水溶液中のエタノールの濃度は％（v

/v）で示すこととする。

抗酸化活性試験試薬は，２，２’-アジノ-ビス（３-エ

チルベンゾチアゾリン-６-スルホン酸）（ABTS）（Roche

Diagnostics），ペルオキソ二硫酸カリウム（和光純薬工

業），１，１-ジ フ ェ ニ ル-２-ピ ク リ ル ヒ ド ラ ジ ル

（DPPH）（和光純薬工業），フルオレセインナトリウム

塩（SIGMA-ALDRICH），２，２’-アゾビス（２-メチル

プロピオンアミジン）二塩酸塩（AAPH）（ALDRICH），

SOD Assay Kit-WST（S３１１，同仁化学研究所）を用い

た。また，基準物質として（±）-６-ヒ ド ロ キ シ-

２，５，７，８-テトラメチルクロマン-２-カルボン酸

（トロロックス）（SIGMA）を使用した。その他一般試

薬は，和光純薬工業の特級試薬を用いた。超純水は，

MILLI-Q Labo（MILLIPORE）により作製した。

２．抽 出 装 置

今回，開発した装置は，抽出容器，循環容器，循環ポ

ンプ，電磁弁の４点で，非常に単純な構成となっている。

この装置は，抽出物外部の圧力を急速に加減圧すること

により生じる抽出物内外の瞬間的圧力差を活用したもの

である。すなわち，急速加圧により細胞内に溶媒を浸水

させた後，急速に減圧することにより内容成分を抽出す

る。なお，急速加圧には循環水を電磁弁に衝突させて生

じる衝突エネルギーを利用している１４）。この装置の概要

をFig．１に示す。抽出容器と循環容器は，径１００mm，高

さ１００mmの筒状で樹脂製チューブにより繋がっており，

その間に電磁弁が配置されている。循環容器内には，緑

茶サンプルが入った球形の網状の容器（９０mm）を設置

した。溶媒は，循環容器に入れ，循環ポンプにて抽出容

Fig. １ The principle of the osmotic pressure - style
extraction method

A） pressure gauge, B） electromagnetic valve, C） circulation

vessel, D） extraction vessel, E） meshed vessel, F） sample

（green tea）, G） circulation pump
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器に送り込むようにした。また，抽出温度を一定にする

ための温度コントローラー，溶存酸素を除去するための

真空装置および窒素ガス導入装置も設置した。なお，抽

出時の圧力は２．２MPaとし，抽出温度は室温（２０～

２５℃）であった。

また，用いた茶葉は，平成２４年に福岡県八女市星野村

にて栽培，加工された煎茶であった。その主要な成分の

含有量をTable１に示す。抽出には，溶媒５Lあたり茶

葉量１６０gを使用した。

３．緑茶成分のHPLC分析

カテキン類およびカフェインの分析は，山口ら１５）によ

る方法を参考にした。分析カラムは，Develosil ODS-HG

－５（φ４．６mm×１５０mm，野村化学）２本を直列に接

続して用いた。溶離液は，A液（０．０８５％リン酸水溶

液）およびB液（A液：アセトニトリル＝３：２v/v）

を用い，分析開始時から１０分までA : B＝８０：２０（v/v）

とし，４０分後にA : B＝３６：６４（v/v）となるように直線

グラジエントを設定した。４０分から５５分まではA : B＝

２５：７５（v/v）とした。分析条件は，移動相流量１�/min，
カラム温度４０℃，注入量１０µ�，検出波長UV２３０nmであ
った。

アミノ酸の分析は，AccQ・Tag法１６）にて行った。前

処理方法はAccQ・Tag誘導体化試薬キット（Waters）

を用いて，次のように行った。バイアルに試料２０µ�を
入れ，誘導体化用緩衝溶液６０µ�，誘導体化試薬２０µ�を
添加した。これを攪拌後，１分間静置し，５５℃にて１０分

間加温した。HPLC分析は，既報１６）と同様に行った。

クロロフィルは，クロロフィル類のうち茶葉に最も多

く含まれているクロロフィル-aをHPLCにより分析する

ことにより求めた。分析条件は，カラム：CAPCELL

PAK C１８ MG�（φ４．６×２５０mm，資生堂），溶離液：
メタノール，カラム温度：４０℃，注入量：１０µ�，流
速：１�/min，検出：UV-Vis ４３０nmとした。
α-トコフェロール（以下，α-Toc）は，既報１７）に準じ

て分析を行った。

４．緑茶抽出液の抗酸化活性評価

緑茶抽出液の抗酸化活性として，ABTS法および

DPPH法によりラジカル消去活性，ORAC法により活性

酸素吸収能，さらにWST-１法によりスーパーオキシド

捕捉活性を評価した。ABTS・DPPH法は，既報と同様

に行った１８）。すなわち，コントロール溶液（サンプル無

添加）に対するサンプル溶液の吸光度比より阻害（ラジ

カル消去）率（％）を算出し，緑茶抽出液のIC５０値（５０％

阻害率を与えるサンプル濃度）を求めた。同様に，基準

物質トロロックスのIC５０値を求め，トロロックスのIC５０

値を緑茶抽出液のIC５０値で除することにより，緑茶抽出

液のトロロックス等価活性値（TEAC値）を求めた。

ORAC法は，蛍光プローブである４８nMフルオレセイ

ン溶液１．８�とトロロックス標準溶液３００µ�の混合溶液
に対して，４３mM AAPH溶液（ラジカル発生剤）９００µ�
を添加後，３７℃で４０分間蛍光強度測定（励起４８５nm，蛍

光５２０nm）を行った。測定には，日本分光社製蛍光光度

計（Jasco FW-６５００）を用いた。測定後得られたトロロ

ックス添加時と無添加時の曲線下面積差（net AUC）

を求め，トロロックス濃度に対してプロットすることに

より検量線を作成した。続いて，緑茶抽出液で得られた

net AUC値をトロロックス検量線に代入することによ

り，緑茶抽出液の相対ORAC値をTEAC値として算出し

た。

WST-１法は，既報と同様に行った１８）。緑茶抽出液の

スーパーオキシド阻害率を算出し，IC５０値を求めた。な

お，スーパーオキシド消去活性は，WST法におけるユ

ニットの定義『WST還元の５０％阻害を示すサンプル溶

液２０µ�に含まれるSOD量を１単位（U）とする』に基づ
いて算出した。

５．緑茶抽出液の保存試験

緑茶抽出液の保存試験では，茶葉３２０gを１００％エタノ

ール５�にて３０分間抽出した抽出液を用い，２０％エタノ
ール濃度になるよう水にて希釈した。この緑茶抽出液を

遮光して４℃にて１，２，３か月間保存し，緑茶抽出液

中の各成分の分析を行った。なお，緑茶抽出液の色調の

変化は，色差計（CM３５００d，コニカミノルタ）を用い

て，a＊，b＊の測定を行い，緑色度（a＊/b＊）を算出する

ことにより測定した。

結果および考察

１．緑茶成分の抽出に及ぼす抽出溶媒の影響

抽出溶媒として用いたエタノール水溶液中のエタノー

ルの濃度を変えて５分間抽出を行い，その抽出液中の緑

茶成分の濃度を調べた。２０，４０，６０，８０，１００％のエタ

Table １ Content of compounds in green tea leaves

Catechins（g/１００g） Caffeine α-Toc

EC EGC ECG EGCG total （g/１００g） （�/１００g）

０．６ ２．６ １．４ ９．０ １３．６ １．３ ３６．９

Amino acids（g/１００g）

Asp Ser Glu Gln Arg The total

０．３ ０．１ ０．３ ０．１ ０．２ １．５ ２．５
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ノール水溶液を用いて抽出試験を行った場合のカテキン

類，カフェイン，アミノ酸類，クロロフィル，α-トコフ

ェロールの濃度をTable２に示す。まず，緑茶抽出液の

カテキン濃度は，６０％エタノール水溶液で抽出した場合

に最も高いことがわかった。さらに，カテキン類の中で

はEGC, EGCGがECG, ECに比べて多く抽出されている

ことが明らかになった。ECやEGCは水に溶けやすい性

質のため，エタノール濃度の低い溶媒で多く抽出された。

例えば，EC，EGCは１００％エタノール水溶液より２０％エ

タノール水溶液のほうがそれぞれ２．４，２．８倍多く抽出さ

れた。一方，ECGやEGCGはガロイル基を有し，ECや

EGCよりも疎水的であるため，２０％エタノールよりも

６０や８０％エタノール水溶液によく抽出されたと考えられ

る。しかし，１００％エタノール溶液ではECGやEGCGの

抽出量が最も高くなるものと思われたが，実際には最も

カテキン濃度が低い結果となった。

また，カフェインについては，４０および６０％エタノー

ル水溶液にて抽出した場合が他の溶液より多くなった。

カフェインは疎水性の物質であるが，１００％エタノール

溶液では４０および６０％エタノール水溶液の約４割しか抽

出されていなかった。

アミノ酸については，テアニンがすべてのアミノ酸の

６０～７０％と最も多く抽出され，次に，アスパラギン酸，

グルタミン酸であった。アミノ酸についても１００％エタ

ノール溶液では，他の溶液に比べて２５～３７％しか抽出さ

れていなかったが，その他の溶液ではあまり大きな変化

はなかった。

堀江ら１９）によると，一番茶３gを２００�の水にて２分間
抽出した場合，EC, EGC, ECG, EGCG，テアニン，カ

フ ェ イ ン の 抽 出 量 は そ れ ぞ れ，２０℃で

２．０，８．１，０．５，２．１，７．７，３．５� /１００� ，９０℃ で
９．１，３７．３，５．１，３７．７，２１．６，２３．９�/１００�であった。
本実験では，水に対する茶葉の量が堀江ら１９）の方法より

約２倍多いが，これを考慮しても，本装置を用いた４０％

エタノール水溶液での抽出では，堀江ら１９）の２０℃での抽

出に比べて，EC，EGC，ECG，EGCG，テアニン，カ

テキンはそれぞれ２．２，４．１，１２．７，２１．３，２．１，５．０倍と

なった。特に，疎水性の高い成分が多く抽出しているこ

とがわかった。また，９０℃の場合と比べるとテアニン，

カフェインがやや少ないもののカテキンは同等の量が抽

出されていた。このように，本法では，室温でも９０℃と

同等の抽出が行えることが示唆された。

上述のように，１００％エタノール溶液での抽出では，

緑茶成分の中でカテキン類，カフェイン，アミノ酸など

の抽出量がいずれも低いことが明らかになった。この理

由は，茶葉中のタンパク質が変性し，硬くなったために

茶葉が十分に広がらず，抽出が妨げられたためではない

かと推察された。実際，１００％エタノール溶液では，処

理後に茶葉が十分に開いていないことが確認されており，

茶葉の開き具合は抽出効率に重大な影響を与えるものと

考えられた。

一方，緑色色素であるクロロフィルは，２０～６０％エタ

ノール水溶液では５～９０�/１００�とほとんど抽出されな
かったが，８０，１００％エタノール溶液ではそれぞれ

１，３３０，２，８３０�/１００�と抽出量の増加が認められた。α-
トコフェロールでも同様の傾向が確認され，１００％エタ

ノール溶液は２０％エタノール水溶液の約２１０倍と顕著な

抽出量の増大が確認された。クロロフィルやα-トコフェ

ロールは，疎水性の高い物質であるため，茶葉が開いて

いない場合にも一定の抽出が可能であったと考えられた。

２．緑茶成分の抽出に及ぼす抽出時間の影響

緑茶成分の抽出量に及ぼす抽出時間（５，１０，１５分）

の影響をTable３にまとめた。なお，本実験では親水性

から疎水性まで幅広く効率的に緑茶成分を抽出すること

を目的として，エタノール濃度を６０，８０，１００％に設定

した。また，上述のとおり高エタノール濃度条件で，茶

葉の委縮が懸念されたことから，今回は少量の水で茶葉

を広げた後に各溶液を注入することにより抽出効率の改

善を試みた。その結果，比較的親水性の高いカテキン，

アミノ酸では，抽出時間５～１５分での抽出量の違いはほ

とんど観察されなかった。同様にカフェインでも抽出時

間の影響は認められなかった。これらの化合物の抽出に

関しては，短時間でも高い抽出量が得られており，また

時間の延長効果は小さかったことから，５分間の抽出時

Table ２ Effect of ethanol concentration on content of compounds in green tea extracts by the rapid increasing-
decreasing pressure method

Ethanol

（％）

Catechins（�/１００�） Caffeine

（�/１００�）

Amino acids（�/１００�） Chlorophyll

（�/１００�）
α-Toc

（�/１００�）EC EGC ECG EGCG total Asp Ser Glu Gln Arg The total

２０ ９.６ ５６.７ １１.３ ４０.６ １１８ ２２.０ ４.９ １.４ ３.９ ２.０ １.７ ２４.２ ３８.０ ５ １.５

４０ ８.９ ６５.８ １２.７ ８９.４ １７７ ３５.１ ７.５ ２.５ ５.７ ２.８ ２.４ ３２.９ ５３.９ ３３ ３.１

６０ ５.２ ６１.８ １４.３ １０５ １８７ ３３.０ ５.５ １.８ ４.３ ２.２ １.８ ２６.７ ４２.２ ９０ ２７

８０ ５.２ ４８.０ １６.０ ９３.２ １６２ ２６.１ ４.４ １.４ ３.６ １.９ １.５ ２５.２ ３７.９ １,３３０ ２１６

１００ ４.０ ２０.５ １１.３ ４４.４ ８０.２ １４.２ ０.６ ０.４ １.０ ０.６ ０.３ １１.０ １３.９ ２,８３０ ３１６

Extraction conditions were as follows : amount of green tea ; １６０g, amount of solvent ; 5� , extraction pressure ; ２.２ MPa,
extraction temperature ; ２０～２５℃ and extraction time ; ５min.
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間で十分であると判断された。一方，クロロフィルとα-

トコフェロールでは抽出時間の影響が顕著に現れる結

果となった。クロロフィルは，６０％エタノール水溶液で

は１５分の抽出時間でもほとんど抽出されなかった

が，８０％エタノール水溶液では抽出時間と共にクロロフ

ィルの濃度は顕著に増大し，１５分抽出時には５分間抽出

時の倍以上の９，９３０�/１００�の値が得られた。１００％エタ
ノール溶液では，５分間の抽出時間でも９，５００�/１００�
の値が得られ，その後の抽出量の増加は認められなかっ

た。このことは，１００％エタノール溶液を使用すること

により，クロロフィルの短時間抽出が可能であることを

示唆している。α-トコフェロールでは，６０％エタノール

水溶液では抽出が困難であり，抽出時間の延長も効果は

なかったが，８０％および１００％エタノール溶液では，抽

出時間と共にα-トコフェロール濃度が増大することが明

らかになった。特に，８０％エタノール溶液では，５分で

はほとんど抽出されなかったのに対し，１０，１５分で

は，５分の場合のそれぞれ約１３，４４倍多く抽出されるこ

とが判明した。１００％エタノール溶液を用いた場合に

は，５分間抽出でも４４５�/１００�の抽出が可能であり，１５
分間抽出時には７４３�/１００�（茶葉からの抽出率約
６３％）という高い抽出効果が得られた。このように，疎

水性の高い化合物（α-トコフェロール，クロロフィル）

については，高エタノール条件下でより１５分間の抽出が

効果的であることが示唆された。

３．緑茶抽出液の抗酸化活性評価

抽出条件を変えて調製した各緑茶抽出液の抗酸化活性

を，まずABTSおよびDPPH法により検討した。エタノ

ール濃度を６０，８０，１００％（v/v），抽出時間を５，１０，１５

分に設定して抽出を行った場合の各緑茶抽出液のABTS,

DPPH活性をFig．２に示した。まず，抽出時のエタノー

ル濃度ごとにみると，全体的な傾向はABTS法とDPPH

法で類似しており，８０％および１００％エタノール溶液を

用いた場合，時間の延長に伴う影響はほとんど確認され

Table ３ Effect of ethanol concentration and extraction time on content of compounds in green tea extracts after
adding a small amount of water

Ethanol

（％）

Extraction

time（min）

Caffeine（�/１００�） Caffeine

（�/１００�）

Amino acids（�/１００�） Chlorophyll

（�/１００�）
α-Toc

（�/１００�）EC EGC ECG EGCG total Asp Ser Glu Gln Arg The total

５ ６.０ ６３.７ １２.２ ６４.０ １４６ ８７.２ １０.５ ４.５ ７.９ ４.１ ３.８ ５０.６ ８１.３ ６０ ６.９

６０ １０ ６.７ ６８.７ １６.２ ７１.４ １６３ ９４.５ １３.７ ５.８ １０.２ ５.４ ４.５ ６７.０ １０７ ４４０ ８.５

１５ ６.２ ６１.５ １３.７ ６６.８ １４８ ８４.２ １２.０ ５.１ ８.９ ４.８ ４.１ ５７.５ ９２.４ ４９０ ８.７

５ ６.１ ５９.５ １２.４ ６２.６ １４１ ８７.０ ９.７ ４.９ ７.９ ４.３ ３.３ ５６.７ ８６.８ ４,５１０ １４.５

８０ １０ ４.７ ４０.４ １１.９ ５６.０ １１３ ５６.５ ５.９ ３.２ ５.４ ３.２ ２.５ ３６.４ ５６.７ ５,３４０ １８６

１５ ７.２ ６５.３ １６.５ ６８.３ １５７ ９６.６ ８.５ ４.５ ７.２ ４.２ ３.２ ５７.３ ８４.８ ９,９３０ ６４３

５ ４.７ ３４.１ １１.２ ４７.８ ９７.８ ５９.２ ２.０ ２.２ ２.６ １.５ １.６ ２９.２ ３９.２ ９,５００ ４４５

１００ １０ ３.８ ２７.３ ７.６ ３６.８ ７５.５ ４５.３ ３.０ １.９ ２.７ １.８ １.９ ２８.１ ３９.４ ７,２３０ ６４４

１５ ４.４ ３２.７ ９.６ ４８.４ ９５.１ ５０.９ ３.２ ２.１ ３.０ １.８ ２.９ ３１.８ ４４.８ ８,６９０ ７４３

Extraction conditions were as follows : amount of green tea ; １６０g, amount of solvent ; 5�, extraction pressure ; ２.２ MPa and
extraction temperature ; ２０～２５℃.

Fig.２ Effect of ethanol concentration and extraction time on antioxidant activity of green tea extracts

a）ABTS method, b）DPPH method
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なかったものの，６０％エタノール水溶液では時間の延長

に伴い抗酸化活性の増加傾向が認められた。特に，

ABTS活性では６０％エタノール水溶液を用いた場合に抽

出時間の影響が顕著に現れる結果となった。すなわち，

ABTS活性では抽出時間５分間では６．４４±０．１６（�TE/
�-sample）であった活性が，１５分間抽出では９．３９±０．６７
（�TE/�-sample）まで上昇し，TEAC値で２．９５（�TE
/�-sample）の増加が観察された。DPPH活性でも同様
の傾向は観察されたが，その変化量は小さく，TEAC値

で１．２６（�TE/�-sample）程度の増加しか確認されな
かった。DPPH法とABTS法は，同様の測定原理（一電

子転移反応）に基づくラジカル消去活性測定法であり，

類似した活性傾向を示すと考えられているが，私たちは

カテコール構造を有する抗酸化物においてABTS法と

DPPH法での活性発現挙動が一部異なることを報告して

いる２０）。緑茶抽出物中においても，EC，ECGなどのカ

テコール構造を有する化合物が含まれており，これら一

連の化合物の影響により，ABTS法とDPPH法での活性

発現挙動の差が生じたものと推察した。

続いて，ORAC法，WST-１法を加えて，緑茶抽出物

の抗酸化活性に及ぼすエタノール濃度の影響を検討した。

抽出時間１５分に設定して抽出を行った場合の各緑茶抽

出液のABTS, DPPH, ORAC法，WST-１法の活性に

及ぼす抽出エタノール濃度の影響をFig．３にまとめて示

した。図に示したように，測定法の違いによりエタノー

ル濃度の影響の違いが顕著に現れる結果となった。

ABTSとDPPH法では類似した傾向が認められたのに対

して，ORAC法とWST-１法では全く異なる挙動が得ら

れた。具体的には，ABTS法では６０％エタノール水溶液

を用いた場合において，今回供試した抽出液中で最高の

活性値，９．３９±０．６７（� TE/�-sample）が得られたも
のの，エタノール濃度の上昇に伴い活性値が順次低下

し，１００％エタノール溶液では活性値が５．９４±０．０５（�
TE/�-sample）まで急激に低下（３６．７％の活性低下）
した。同様に，DPPH法においても６０から１００％へのエ

タノール濃度の増加に伴い活性値の低下が観察さ

れ，２８．１％の活性低下が認められた。これら，エタノー

ル濃度上昇に伴うDPPH・ABTS活性の低下挙動は，緑

茶中の主要な抗酸化物と考えられるカテキン類の抽出挙

動と類似したものであった。EC, EGC, ECG, EGCGは

既報で報告しているように高いDPPH，ABTS活性を有

している２０）。EC, EGC, ECG, EGCGの既報の活性データ

（ABTS活 性１．３５，２．４４，１．７６，２．５５� TE/�，DPPH
活性２．８９，２．５５，２．７５，２．６４� TE/�）と今回のカテ
キン類の定量データを併せて考えると，緑茶抽出物中の

カテキン類の活性位寄与率は５０％程度とかなりの割合を

占めるものと推定される。したがって，エタノール濃度

の増加に伴う緑茶抽出液のABTS・DPPH活性の低下に

は，カテキン類の抽出率の低下が大きな影響を与えてい

るものと推察された。

一方，ORAC法とWST-１法ではDPPH・ABTS法と

異なる挙動が認められた。すなわち，ORAC法とWST-

１法ではより高いエタノール濃度において高い活性値が

確認された。６０％と１００％エタノール溶液を用いた場合

の抽出液の活性値を比較すると，ORAC法ではそれぞれ

４．７６±０．６４と６．５０±０．２０（µmol TE/�-sample）となり，
約１．３７倍の活性増加が確認された。さらに，WST-１法

では約３倍の活性増加が確認された。これらの結果は，

ORAC法とWST-１法ではカテキン類よりも疎水性の高

い成分が活性増強に寄与している可能性を示唆している。

エタノール濃度の増加に伴い，α-トコフェロール量が増

加することは上述のとおりであるが，含有量等も考慮す

るとその他の疎水性成分が関与している可能性が高い。

この関与成分については，本実験では確認出来ておらず，

今後詳細に検討する予定である。

４．緑茶抽出液の保存試験

緑茶抽出液を作製後，４℃で１，２，３か月間保存し，

それぞれの成分分析を行った結果をTable４にまとめて

示した。カテキン，カフェイン含量については，３か月

間の保存期間中にほとんど変化がみられなかった。アミ

Fig.３ Antioxidant activity of green tea extracts by four different assay methods ;

a）ABTS, b）DPPH, c）ORAC, d）WST-１
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ノ酸については，保存１か月後急激に減少したが，その

後は一定であった。α-トコフェロールは，１，２，３か

月保存後は抽出直後に比べてそれぞれ１．４，１．６，２．７倍

増大した。この要因については不明であるものの，茶葉

の微粒子からα-トコフェロールが徐々に抽出されたため

ではないかと思われる。クロロフィルは，１か月以降は

検出されなかった。クロロフィルは本来安定性が低い

（退色しやすい）ため２１），保存期間中に酸化もしくは分

解したものと判断された。クロロフィルの減少に伴い，

色差計の緑色度（a＊/b＊）の変化が認められた。すなわ

ち，保存期間が長くなるほど緑色度は増大し，抽出物の

色調が緑色から黄色へ変化したことが明らかになった。

このように，クロロフィル以外の成分については，３

か月間の保存でも大きく減少しなかったことから，機能

性を有した緑茶抽出液の作製が可能であることが示唆さ

れた。クロロフィルの退色抑制については今後の課題と

考えられる。

要 約

食品素材から有用成分を効率的に抽出する方法を確立

することを目的として，水流による圧力差を利用した急

速加減圧抽出装置を開発し，緑茶に含まれる有用成分の

抽出を行った。その結果，室温（２０～２５℃），短時間

（１５分）で緑茶からカテキン，カフェイン，アミノ酸を

はじめ，脂溶性のクロロフィルやα-トコフェロールが効

率よく抽出されることが判明した。また，エタノール濃

度が６０％以上の抽出液では高い抗酸化活性が確認された。

３か月の保存試験の結果，クロロフィルについては減少

したが，カテキン，カフェイン，アミノ酸についてはあ

まり変化がみられなかった。したがって，本装置にて抽

出した緑茶有用成分は，色の保持については課題が残っ

たものの，機能性成分は十分保持されており，本抽出法

は食品素材から機能性成分の抽出に適した方法であるこ

とが示唆された。
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食品の流通・貯蔵・加工・調理などのプロセスには，

加熱や冷却を伴う様々な熱操作が含まれる。これらの操

作を行う装置・設備の設計や合理的操作法を検討するた

めには，対象とする食品の熱物性値を正確に把握するこ

とが必要となる。物体内部での熱の伝わりやすさを示す

熱伝導率，加熱・冷却に必要な熱量を求める際に必要な

比熱，および非定常状態における物体内部の温度プロフ

ィールを知るうえで必要となる熱拡散率は代表的な熱物

性値である。食品の熱物性値は熱物性ハンドブック１）な

どのいくつかの書籍２）～４）に取りまとめられているが，粉

体食品に関する熱物性データは不足している。

粉体食品も含め，バルク状態で測定された熱物性，た

とえば有効熱伝導率や有効熱拡散率は，温度や水分の関

数であるとともに，かさ密度などの充填状態によって異

なることが予測される。そのため，幅広い同一充填条件

下での熱物性データは，より実用的になると考えられる。

筆者ら（２００２）５）は非定常双子型プローブ法により小麦

粉充填層の有効熱伝導率（以下，熱伝導率）を数段階の

水分，温度，およびかさ密度条件下において測定し，小

麦粉の熱伝導率を精度良く推定することができるモデル

を提案した。本研究では，小麦粉の比熱を熱伝導率測定

時と同じ水分および温度条件下で測定した。さらに熱拡

双子型恒温壁熱量計による小麦粉の比熱測定と
有効熱拡散率の推定
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The specific heat of wheat flour was measured at four different moisture contents（９～１８％）and
five different temperatures（１０～５０℃）, using twin isoperibol calorimeters. This type of calorimeter is
suitable for specific heat measurements of liquids. In this study, wheat flour samples were added to
water, and the specific heat of each sample suspension was determined at each measurement
condition. An additive relationship exists between the specific heat of a food material, its composition,
and the specific heat of each component. The specific heat of the sample （wheat flour） was
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heats. Furthermore, the effective thermal diffusivity of the sample（wheat flour）packed bed was
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investigated, and we proposed predictive models for these properties.
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散率の定義式を利用して，同条件における小麦粉の熱伝

導率と比熱の値，および小麦粉充填層のかさ密度の値か

ら，熱伝導率測定時と同一充填状態における小麦粉充填

層の有効熱拡散率（以下，熱拡散率）を算定した。

食品の比熱測定には，混合法６）をはじめDSC７）など様々

な方法が用いられている。KALETUN�（２００７）８）は，圧力

可変DSCを用いて小麦粉やコーンフラワー，米粉の比熱

を測定している。最近ではDSCが多く利用されているが，

この方法は非等温的測定法である。また，DSC法は，き

わめて少量の試料しか用いることができない，装置が高

価であるなどの短所をもっている。また，混合法による

測定では，精度良く測るための装置が大がかりとなる。

これに対し，双子型恒温壁熱量計による比熱の測定は比

較法であり，測定装置および操作が簡単で，測定精度が

高いなどの有利な点が多い９）。この熱量計は液体の比熱

測定に適する装置９）で，筆者ら（２０００）１０）は，リンゴ果汁

の比熱を，双子型恒温壁熱量計を用いて測定した。また，

粕淵（１９８２）１１）は，土壌の比熱測定に双子型恒温壁熱量

計を用い，高精度のデータを得ている。しかし，粉体食

品の比熱測定に双子型恒温壁熱量計を適用した例はみあ

たらない。

熱拡散率の測定法は間接的測定法と直接的測定法に大

別される１２）。間接的方法は，熱拡散率の定義式を利用し

て熱伝導率や比熱および密度のデータから熱拡散率を算

定する方法である。直接的測定法には，非定常熱伝導方

程式の厳密解や数値解を利用した方法，パルス加熱法に

よる方法などがある１２）。非定常熱伝導現象の解析，例え

ば加熱殺菌時における温度変化シミュレーションならび

に微生物死滅シミュレーションを行う際には熱拡散率は

必須の熱物性値である。しかし，小麦粉の熱拡散率に関

しては，村田と宮内（１９９３）１３），MAGEE（１９９５）１４），GUPTA

（１９９６）１５）による報告がみられる程度で，データはきわめ

て少ない。ましてや小麦粉の熱拡散率に及ぼす水分や温

度，かさ密度の影響を調べた例はみあたらない。

本研究における比熱測定では，小麦粉と水を混合した

溶液の比熱を双子型恒温壁熱量計により測定した。比熱

の加成性が成り立つと仮定し，小麦粉と水の混合溶液の

データから小麦粉自体の比熱を求めた。さらに小麦粉の

熱伝導率に関する既往データ５）を利用して小麦粉の熱拡

散率を得た。得られた小麦粉の熱物性値と水分，温度，

およびかさ密度との関係を調べ，これらの熱物性値の予

測モデルを提案したので報告する。

実 験 方 法

１．試 料

測定には日清製粉（株）製の小麦粉（中力粉，つらら）

を使用した。実験室搬入時における試料の水分を２g-

１３５℃-１時間炉乾法１６）により測定したところ，その値は

１２％であった。

試料の比熱は，９，１２，１５，１８％の４段階の各水分に

対し，１０，２０，３０，４０，５０℃の５段階の温度で測定した。

試料の水分は，設定した水分になるよう乾燥あるいは吸

湿させることによって調整した。すなわち，薄く広げた

試料に対し，１５，１８％に調整するときは，霧吹きで所要

の蒸留水を噴霧し，密封して撹拌しながら３日間静置し

たもの，９％については，定温乾燥機温度を３５℃に設定

し，その中で３０分間乾燥させることによって得たものを

用いた。

２．比熱測定装置

比熱測定装置の概略をFig．１に示す。この装置は，双

子型恒温壁熱量計（TIC-２２，東京理工（株）），直流定電

圧電源，アンプ（CA-２５F，東京理工（株）），およびペン

レコーダー（CU-２２８，東京理工（株））で構成されてい

る。熱量計には，熱電堆，ヒーター，およびスターラー

を備えた二つのデュワービンがセットされていて，二つ

のデュワービンの温度差を，T型熱電対を５対直列に接

続した熱電堆で探知することにより高感度の測定が可能

となっている。例えば，T型熱電対の２０℃での熱起電力

は４０µV℃－１程度であるが，これに対し，本測定で用い

た熱電堆では５倍の２００µV℃－１程度となる。

３．比熱の測定方法

双子型恒温壁熱量計を用いた比熱測定法は，比熱既知

の基準物質と未知の試料に同一の熱量を供給し，それぞ

れの温度上昇値から試料比熱を求める比較法である。本

研究では，比熱の加成性が成り立つと仮定し，小麦粉と

水を混合した溶液の熱容量を測定して，水の部分の熱容

量を差し引くことにより，小麦粉自体の比熱を求めた。

混合溶液の熱容量のデータから小麦粉の比熱を精度良

く求めるためには，混合溶液中の小麦粉に対する水の熱

容量の比をできるだけ小さくする必要がある。双子型恒

温壁熱量計による比熱測定は比較測定であるため，測定

に用いる基準物質と試料の容積は同一にし，また，基準

物質と試料の双方の測定において同一のデュワービンを

用いなければならない。これは，基準物質と試料の双方

Fig.１ A schematic of the experimental apparatus for
measuring specific heat
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の測定において，デュワービンの見かけの熱容量を等し

くするためと，デュワービン内壁と液体との接触面積

（液面高さ）を等しくし，デュワービン内壁での熱伝導

による熱の逸脱の影響を相殺するためである。粕淵

（１９８２）１１）は，土壌の比熱測定において，土壌と水の質量

比を１：１０（熱容量の比は１：５０）として，高精度のデ

ータを得ている。本研究においても，デュワービン内の

試料が均一に撹拌でき，且つ基準物質（精製水）と試料

（小麦粉と水の混合溶液）の容積を同一とみなせるよう

に，粕淵（１９８２）１１）の方法を参考に，小麦粉と水の質量

比は１：１０として測定した。また，文献１）によると小麦

粉の比熱は約１．８kJ kg－１℃－１であるから，質量比が

１：１０ならば熱容量の比は１：２５程度となる。なお，基

準物質として精製水（和光（株））を用いた。

基準物質の温度上昇値の測定では，二つのデュワービ

ンのそれぞれに８０．０００±０．００５gの精製水（以下，水）

を入れ，撹拌しながら設定温度と平衡化させた。平衡に

達した後，右側のデュワービン内のみにジュール熱を供

給し，このとき発生する熱起電力変化，すなわち温度変

化をアンプで増幅してペンレコーダーに記録した。小麦

粉と水の混合溶液の温度上昇値については，左側のデュ

ワービンに８０．０００±０．００５gの水，右側に８０．０００±０．００５

gの水と試料の小麦粉８．０００±０．００２gを入れ，基準物質

の場合と同様に測定した。なお，スターラーの回転速度

は４００rpm，供給熱量は０．１０８kJ（供給電圧６V，ヒー

ター線抵抗１００Ω，通電時間３００s）とした。
測定データである熱起電力から温度上昇値への換算に

は次式を用いた。

Tm or w＝ Xv

s・Hv
……………………………………（１）

Tm or w：小麦粉と水の混合溶液，または水の温

度上昇値（℃），Xv：発生した熱起電力（µV），
s：熱電対の直列対数，Hv：測定温度での１℃の

熱起電力（µV℃－１）

熱起電力は製図用定規（１-８８２-０１３０，（株）内田洋行）を

用いて最小０．１２５µVまで読み取り，測定された温度上
昇値は０．２５～０．２９℃程度であった。

熱量Qwを供給したときの基準物質（水）の温度上昇

値をTwとすると，Qwは次式で表すことができる。

Qw=（Ww・cpw+Wv・cpv）×Tw ……………………（２）

Qw：水に供給した熱量（kJ），Ww：水の質量（kg），

cpw：水の比熱（kJ kg－１℃－１），Ww・cpw：水の熱

容量（kJ ℃－１），Wv：デュワービンの見掛け質量

（kg），cpv：デュワービンの見掛け比熱（kJ kg－１

℃－１），Wv・cpv：デュワービンの見掛け熱容量

（kJ ℃－１），Tw：水の温度上昇値（℃）

同様に，小麦粉と水の混合溶液に供給した熱量をQm，

このときの温度上昇値をTmとすると，

Qm=（Wm・cpm+Wv・cpv）×Tm……………………（３）

Qm：小麦粉と水の混合溶液に供給した熱量（kJ），

Wm：小麦粉と水の混合溶液の質量（kg），cpm：

小麦粉と水の混合溶液の比熱（kJ kg－１℃－１），Wm

・cpm：小麦粉と水の混合溶液の熱容量（kJ ℃－１），

Tm：小麦粉と水の混合溶液の温度上昇値（℃）

が成り立つ。式（２），（３）をそれぞれWv・cpvについ

て解き，等値すると，

Qw

Tw
－Ww・cpw=

Qm

Tm
－Wm・cpm……………………（４）

が得られ，これより小麦粉と水の混合溶液の熱容量Wm

・cpmは，

Wm・cpm＝
Qm

Tm
－

Qw

Tw
＋Ww・cpw …………………（５）

小麦粉と水の混合溶液において比熱の加成性が成り立つ

と仮定すると，Wm・cpmは次式のように表される。

Wm・cpm=Ws・cps+Ww・cpw ……………………（６）

Ws：小麦粉の質量（kg），cps：小麦粉の比熱（kJ

kg－１℃－１），Ws・cps：小麦粉の熱容量（kJ ℃－１）

したがって式（５），（６）からWw・cpwは消去でき，ま

た，供給した熱量は水の場合と小麦粉と水の混合溶液の

場合では等しいのでQ＝Qm＝Qwとすると小麦粉の比熱

cpsは次式から求めることができる。

cps＝
Q
Ws

�
�

�
�

１
Tm
－
１
Tw
…………………………………（７）

Q：水，および小麦粉と水の混合溶液に供給した

熱量（kJ）

なお，比熱の測定は，小麦粉の熱伝導率測定５）と併行し

て２００２年に実施した。

実験結果および考察

１．比 熱

双子型恒温壁熱量計を用い，小麦粉の比熱を測定した

結果，測定時の試料水分（９～１８％），温度範囲（１０～

５０℃）では，小麦粉の比熱は１．７～２．１kJ kg－１℃－１程度

となった。文献１）において，小麦粉の比熱は，１．７９７kJ

kg－１℃－１（水分１２％），１．６７４kJ kg－１℃－１（水分１０％，

温度１５～３０℃），１．８８４kJ kg－１℃－１（水分１８％，温度１５

～３０℃）と報告されている。本研究での測定データと文

献値を比較したところ，試料比熱の測定値は文献値と同

程度の値が得られた。これより双子型恒温壁熱量計を用

い，比熱の加成性を仮定して式（７）から小麦粉の比熱

を測定する本研究で提案した方法は妥当であると判断し

た。

各水分における温度と小麦粉の比熱の関係をFig．２に

示す。図中の○，▲などの記号は，各条件における３回

の測定値であり，各条件における比熱の平均値と各測定

データとの誤差範囲は±３％以下であった。図から温度

の上昇に伴って比熱は大きくなる傾向があり，比熱と温

度の間に一次の関係があることがわかった。また，水分

との関係については，穀物の比熱が水分の一次式で整理
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されている１）ように，小麦粉を乾物と水の単純混合物と

考えると小麦粉の比熱は水分の一次式で表されることが

予測される。そこで試料比熱を水分に対してプロットし

た結果，いずれの温度においてもこの間に直線関係が成

り立った。これより，試料比熱の測定値を，比熱を温度

に関して一次式，また水分についても一次式とした次式

に，最小二乗法を適用してあてはめた。

cps=a１M・T+b１M+c１T+d１ ………………………（８）

M：水分（％），T：温度（℃），a１～d１は定数

なお，式（８）におけるパラメータa１～d１は，測定値と

式（８）による計算値の残差二乗和（式（９））を最小

にするように決定した。
n

i＝１
S=Σ｛Yi−（a１Mi・Ti+b１Mi+c１Ti+d１）｝２ …………（９）

S：残差二乗和，n：データ数，Yi：測定値

すなわち，以下の式（１０）～（１３）から成る連立方程式

を解くことにより，式（８）における４つのパラメータ

a１～d１を決定した。

∂S
∂a１
＝０ …………………………………………（１０）

∂S
∂b１
＝０ …………………………………………（１１）

∂S
∂c１
＝０ …………………………………………（１２）

∂S
∂d１
＝０ …………………………………………（１３）

Fig．２における実線は式（８）による計算値で，式（８）

のパラメータの値は，a１＝３．４４×１０－５（kJ kg－１ ℃－２

％－１），b１＝２．３８×１０－２（kJ kg－１ ℃－１ ％－１），c１＝３．７７×

１０－３（kJ kg－１ ℃－２），d１＝１．４６（kJ kg－１ ℃－１），測定値

と計算値との平均平方誤差RMSEの値は１．６０×１０－２（kJ

kg－１ ℃－１）となった。このように，試料比熱は，水分，

温度双方の関数とした式（８）で近似することができた。

２．熱 拡 散 率

筆者ら（２００２）５）は小麦粉充填層の熱伝導率を９，１２，１５，

１８％の４段階の各水分に対し，温度は１０，２０，３０，４０，５０℃

の５段階，かさ密度は４３６，５００，６００，７００ kg m－３の４

段階についてそれぞれ測定した。この結果と比熱測定結

果を利用し，小麦粉充填層の熱拡散率を推算した。すな

わち，同条件における熱伝導率，比熱の測定値，および

熱伝導率測定時のかさ密度の値を，それぞれ次の熱拡散

率の定義式に代入することによって，小麦粉充填層の熱

拡散率を求めた。

α=
k

１，０００×cps・ρ
…………………………………（１４）

α：熱 拡 散 率（m２ s－１），k：熱 伝 導 率（W m－１

℃－１），ρ：かさ密度（kg m－３）

なお，比熱測定と熱伝導率測定に用いられた試料は同一

で，これらの測定は併行して実施した。

食品の熱拡散率は比熱と同様に水分や温度の関数であ

ることが予測されたため，小麦粉の熱拡散率と水分，温

度との関係を調べた。その結果，小麦粉の熱拡散率は，

各かさ密度において，水分，温度が高くなるにつれて直

線的に増加する傾向が得られた。一例として，かさ密度

５００ kg m－３における小麦粉の熱拡散率と水分の関係を

Fig．３に示す。比熱の場合と同様に，熱拡散率を水分に

関して一次式，また温度についても一次式とした次式に，

最小二乗法を適用して各かさ密度ごとにあてはめた。

α=a２M・T+b２M+c２T+d２…………………………（１５）

a２～d２は定数

Fig．３中の実線は式（１５）による計算値である。各かさ

Fig.２ The specific heat measured at four different
moisture contents of wheat flour

The solid line shows the value calculated from equation（８）.

Fig.３ Relationships between the effective thermal
diffusivity and the moisture content at five different
temperatures of wheat flour（bulk density : ５００ kg
m－３）

The solid line shows the value calculated from equation（１５）.
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密度における式（１５）のパラメータおよびRMSEの値を

Table１に示す。

充填層の熱伝導率と同様に充填層の熱拡散率もかさ密

度の関数として表されることが予測される。そのため，

かさ密度と試料の熱拡散率との関係を各水分の各温度に

対して調べた。その結果，試料の熱拡散率はかさ密度の

一次式または二次式で表されることが示されたため，各

水分の各温度における試料の熱拡散率を，以下の式

（１６）と（１７）に最小二乗法を適用してそれぞれあては

めた。

α＝a３ρ２＋b３ρ+c３ …………………………………（１６）

a３～c３は定数

α＝a４ρ＋b４ ………………………………………（１７）

a４，b４は定数

いずれの式も熱拡散率とかさ密度の関係を近似できたが，

RMSEの値は，式（１６）では２．５４×１０－１１～２．４１×１０－９（m２

s－１），式（１７）で は３．５４×１０－１０～３．５３×１０－９（m２s－１）と

なり，測定データとの適合性は，式（１６）の方が式

（１７）より高いことが示された。一例として水分１２％に

おける熱拡散率とかさ密度の関係をFig．４に示す。Fig．４

中の実線は式（１６）による計算値である。Fig．４に示す

ように水分１２％における試料の熱拡散率とかさ密度の関

係は式（１６）で表され，他の水分の各温度についても，

試料の熱拡散率はかさ密度の二次式で整理できた。熱伝

導率同様に熱拡散率も構造にも依存する熱物性値である

ため，今後は構造も加味した形のモデルで熱拡散率のモ

デル化も図る必要があると考える。最小二乗法を適用し

て得られた各水分，各温度における式（１６）のパラメー

タおよびRMSEの値をTable２に示す。

以上のように本研究では，双子型恒温壁熱量計を利用

して小麦粉の比熱を測定し，この結果と熱伝導率の文献

値から小麦粉の熱拡散率を推算した。これらの熱物性値

と水分，温度，かさ密度との関係を調べ，小麦粉の比熱

および熱拡散率を容易に推定できるモデルを提案した。

これらは熱計算や熱操作を合理的に行うためのシミュレ

ーションの際に有用な基礎資料となる。

要 約

小麦粉の比熱を水分９～１８％，温度１０～５０℃の範囲で

測定した。比熱測定には双子型恒温壁熱量計を使用した。

熱伝導率の文献値と比熱の測定結果を利用して，水分９

～１８％，温度１０～５０℃，かさ密度４３０～７００kg m－３の範

囲において小麦粉の熱拡散率も推算し，小麦粉の比熱，

および熱拡散率と水分，温度，かさ密度の関係を調べ，

これらの熱物性値の予測モデルを提案した。その結果，

以下の知見を得た。

� 小麦粉の比熱の測定値と文献値と比較したところ，

同程度の値を得ることができ，本測定法の妥当性が

示された。

� 小麦粉の比熱は，水分，温度双方に関して一次式

とした次の式で表された。

cps=a１M・T+b１M+c１T+d１

� 各かさ密度における小麦粉の熱拡散率と水分，温

度の関係は以下の式で表された。

α=a２M・T+b２M+c２T+d２

また，各水分の各温度における小麦粉の熱拡散率

とかさ密度との関係は二次式で近似することができ

た。

Table １ Values of the parameters and root mean squared error（RMSE） of
equation（１５）

Parameter
Bulk Density（kg m－３）

４３６ ５００ ６００ ７００

a２（m２s－１ ％－１ ℃－１） ２.５９×１０－１１ ４.５４×１０－１１ ４.４６×１０－１１ ３.５８×１０－１１

b２（m２s－１ ％－１） －１.０２×１０－１０ －１.１９×１０－１０ －２.９０×１０－１０ １.３３×１０－１０

c２（m２s－１ ℃－１） ２.８０×１０－１１ －１.２９×１０－１０ －１.６３×１０－１０ －１.８０×１０－１１

d２（m２s－１） ６.６９×１０－８ ６.７２×１０－８ ７.３８×１０－８ ６.６７×１０－８

RMSE（m２s－１） １.４５×１０－９ １.６９×１０－９ １.７８×１０－９ １.５２×１０－９

Fig.４ Relationships between the effective thermal
diffusivity and the bulk density at five different
temperatures of wheat flour（moisture content : １２％）

The solid line shows the values calculated from equation（１６）.
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記 号

α ：熱拡散率（m２ s－１）

ρ ：かさ密度（kg m－３）

a１ ：定数（kJ kg－１ ℃－２ ％－１）

a２ ：定数（m２ s－１ ％－１ ℃－１）

a３ ：定数（m８ s－１ kg－２）

a４ ：定数（m５ s－１ kg－１）

b１ ：定数（kJ kg－１ ℃－１ ％－１）

b２ ：定数（m２ s－１ ％－１）

b３ ：定数（m５ s－１ kg－１）

b４ ：定数（m２ s－１）

c１ ：定数（kJ kg－１ ℃－２）

c２ ：定数（m２ s－１ ℃－１）

c３ ：定数（m２ s－１）

cpm ：小麦粉と水の混合溶液の比熱（kJ kg－１ ℃－１）

cps ：小麦粉の比熱（kJ kg－１ ℃－１）

cpv ：デュワービンの見掛け比熱（kJ kg－１ ℃－１）

cpw ：水の比熱（kJ kg－１ ℃－１）

d１ ：定数（kJ kg－１ ℃－１）

d２ ：定数（m２ s－１）

Hv ：測定温度での１℃の熱起電力（µV ℃－１）

k ：熱伝導率（W m－１ ℃－１）

M ：水分（％）

n ：データ数

Q ：水，および小麦粉と水の混合溶液に供給した

熱量（kJ）

Qm ：小麦粉と水の混合溶液に供給した熱量（kJ）

Qw ：水に供給した熱量（kJ）

S ：残差二乗和

s ：熱電対の直列対数

T ：温度（℃）

Tm ：小麦粉と水の混合溶液の温度上昇値（℃）

Tw ：水の温度上昇値（℃）

Tm or w：小麦粉と水の混合溶液，または水の温度上昇

値（℃），

Wm ：小麦粉と水の混合溶液の質量（kg）

Wm・cpm：小麦粉と水の混合溶液の熱容量（kJ ℃
－１）

Ws ：小麦粉の質量（kg）

Ws・cps ：小麦粉の熱容量（kJ ℃
－１）

Wv ：デュワービンの見掛け質量（kg）

Wv・cpv ：デュワービンの見掛け熱容量（kJ ℃
－１）

Ww ：水の質量（kg）

Ww・cpw：水の熱容量（kJ ℃
－１）

Xv ：発生した熱起電力（µV）
Yi ：測定値（kJ kg－１ ℃－１）
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γ-アミノ酪酸（GABA）は哺乳動物中枢神経系におい

て興奮を抑制する神経伝達物質として関与するアミノ酸

の一種でグルタミン酸がグルタミン酸脱炭酸酵素により

脱炭酸されることで生成する１），２）。GABAには血圧上昇

抑制，自律神経障害の改善，肝機能の向上，慢性疲労の

軽減など，様々な生理作用があるとされており１），３）～６），

茶，チョコレート，乳製品などGABAを含有する食品が

数多く開発されている５），７），８）。これらのGABA含有食品は

原料由来のGABAを利用したものや製造工程でGABAを

添加したもので，製造工程中にGABAを生成させた製品

はみられない。

一方，近年，乳酸菌の一部にGABA生成能を持つもの

が見出され，漬物，野菜，醤油などの食品から分離され

ている９）～１１）。GABA生成乳酸菌は乳酸発酵の代謝産物で

ある乳酸により，生育環境が酸性化するとグルタミン酸

を利用しGABAを生成することで環境を中性に戻そうと

する性質を備えており１２），１３），この性質を利用し，GABA

含量を高めた飲料，チーズ，ソーセージなどの開発が行

われている１０），１４），１５）。

乳酸菌を利用する乳製品の一つである発酵バターはク

＊１ 〒２４３―００３４ 神奈川県厚木市船子１７３７
§ Corresponding author, E-mail : k3tada@nodai.ac.jp
＊２ 〒１３５―００３４ 東京都江東区永代２―３５―３
＊３ 〒９３９―８１５３ 富山県富山市吉岡３６０

γ -アミノ酪酸（GABA）生成乳酸菌を用いた
発酵バター様食品の開発とその品質について

田 中 智 大＊１，＊２・小 泉 亮 輔＊１・入 澤 友 啓＊１

寺 島 晃 也＊３・多田耕太郎＊１§・鈴 木 敏 郎＊１

＊１ 東京農業大学農学部

＊２ サンダイヤ�東京研究所
＊３ 富山県食品研究所

Development and Quality Analysis of Fermented Butter-like Food Prepared Using

Gamma Aminobutyric Acid（GABA）-Producing Lactic Acid Bacterium

TANAKA Tomohiro＊１，＊２, KOIZUMI Ryosuke＊１, IRISAWA Tomohiro＊１,

TERASHIMA Teruya＊３, TADA Kotaro＊１§ and SUZUKI Toshiro＊１
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＊２ Tokyo Research Laboratory, SUNDIA Co.,Ltd., 2−35−3 Eitai,Kohtoh-ku,Tokyo 135−0034

＊３ Toyama Prefectual Food Research Institute,360 Yoshioka, Toyama-shi,Toyama 939−8153

In this study, the gamma-aminobutyric acid（GABA）-producing Lactobacillus buchneri１００１ strain,
isolated from kaburazushi（a regional specialty food of Japan’s Toyama Prefecture consisting of pickled
fish, rice, and turnip）, was employed to prepare fermented butter- like food. GABA was effectively
produced during fermentation by inoculating sodium glutamate-containing fresh cream with L. buchneri
１００１ together with Lactobacillus bulgaricusand Streptococcus thermophilus. Furthermore, using freeze -
drying instead of the churning process traditionally used after fermentation resulted in the production
of fermented butter-like food with high GABA content, as well as a greater amount of protein and
carbohydrates. The resulting fermented butter-like food met compositional standards, and its
organoleptic characteristics were found to be as good as those of commercially available products.

（Received Jun. １５, ２０１５；Accepted Jul. ２２, ２０１５）

Key words：butter, lactic acid bacterium, fermentation, GABA

バター，乳酸菌，発酵，γ-アミノ酪酸
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発酵熟成（35℃/3日間）

凍結乾燥（24時間）

ワーキング

乳酸菌（下記①②③の何れかを接種）
① : L. buchneri 1001
② : L. bulgaricu s TT1 ＋ S. thermophil us TT2
③ : ① ＋ ②

グルコース ２％

生クリーム（乳脂肪分47％）

グルタミン酸ナトリウム 20mM

加熱殺菌（75℃/10分間）

チャーニング

発酵バター様食品

リームに乳酸菌スターターを添加し，乳酸発酵させた後

にチャーニング（攪拌）およびワーキング（練圧）する

もので１６），ヨーロッパでは古くから食されている。一般

的に発酵バターに使用する乳酸菌は乳酸生成能が高いも

のと，芳香性成分を多く生成するものなどの異なる２種

以上を目的に応じて組み合わせており，乳酸菌スタータ

ーの種類により，風味や芳香が異なる独特の製品にな

る１６）。

そこで本研究では，GABA生成乳酸菌をスターターと

して生クリームに接種し，製造工程中にGABAを生成さ

せることで，GABAを豊富に含有する発酵バター様食品

の開発を試み，その性状について検討した。

実 験 方 法

１．乳酸菌液の調製

富山県食品研究所から分与された「かぶらずし」由来

のGABA生成乳酸菌 Lactobacillus buchneri１００１１７）および

市販ヨーグルト（（株）明治製）から単離した発酵乳製品

の製造に用いられる代表的な乳酸菌であるLactobacillus

bulgaricus（命名：L. bulgaricus TT１）およびStreptococcus

thermophiles（命名：S. thermophilusTT２）を用いた。

これらの乳酸菌はMRSブイヨン培地（関東化学）で

３５℃，２４時間嫌気下にて静置培養した。培養後，遠心分

離（３，０００rpm，５min）により集菌し，滅菌生理食塩水

で２回洗浄を行い，濁度を指標に１０８cells/gになるよう

調整したものを乳酸菌液とした。

２．発酵バター様食品の製造

バターは通常チャーニングによりバターミルクを除去

することで脂肪分を高めている。しかし，GABAは水溶

性であるため，チャーニングを行うとGABAがバターミ

ルクとともに流出する可能性が高い。そこで水分のみを

除去できる凍結乾燥を用いて発酵バター様食品の製造を

試みた。

発酵バター様食品の製造方法を図１に示した。すなわ

ち，乳脂肪分４７％の生クリームにグルコース２％とグル

タミン酸ナトリウム２０mMを加え，７５℃に達温後１０分間

保持することで加熱殺菌した。放冷後，L. buchneri１００１

を１０５CFU/g，L. bulgaricus TT１および S. thermophilus

TT２をそれぞれ１０６CFU/gになるように先に調整した乳

酸菌液を接種した。なお，試験区には，� GABA生成
乳酸菌L. buchneri１００１のみを接種した試験区（以後１００１

区と略す），� L. bulgaricus TT１とS. thermophilusTT

２を接種した試験区（同LS区），� L. buchneri１００１と L.

bulgaricus TT１, S. thermophilusTT２を接種した試験区

（同LS１００１区）の３区を設定した。乳酸菌接種後の発酵

は３５℃で３日間嫌気培養にて行った。発酵後，凍結乾燥

機（EYLER社，FDU-１２００型）を用い２４時間凍結乾燥を

行った。また，従来どおりのチャーニングによる調製も

行うため，５００�容の容器に発酵熟成後のクリームを１５０
�入れ密封し，約３０分間激しく攪拌した後，バターミル

クを排してバター粒を得た。凍結乾燥したクリームおよ

びチャーニングで得たバター粒はワーキングして発酵バ

ター様食品とした。

３．微生物の測定

発酵期間の生クリームおよび凍結乾燥後の発酵バター

様食品について，以下の方法により測定した。�乳酸
菌数１８）：BCP加プレートカウント寒天培地（栄研），混

釈法，３５℃／３日間培養。�黄色ブドウ球菌１９）：卵黄加

マンニット食塩寒天培地（栄研），塗沫法，３５℃／４８時間

培養。�大腸菌群２０）：デソキシコレート寒天培地（栄

研），混釈法，３５℃／２４時間培養。�サルモネラ２１）：EEM

ブイヨン培地，ハーナテトラチオン酸塩培地（栄研）で

３５℃／２４時間前培養後，DHL培地（栄研）へ画線塗沫し

３５℃／２４時間培養。

４．pHの測定

発酵期間の生クリームについて，ガラス電極pHメー

ター（堀場製作所，F-５２型）を用いて測定した。

５．乳酸量の測定

発酵期間の生クリーム約５gに５％スルホサルチル酸

溶液１０�とクロロホルム１０�を加えて３０分間混合後，遠
心分離（３，０００rpm，１０min）し，上層を採取した。こ

れを３回繰り返して有機酸を抽出した２２）。抽出した溶液

は１mol/�の水酸化ナトリウム溶液でpH２．２に調整した
後，５０�に定容し，０．４５�のフィルターでろ過した。測
定には有機酸分析システム（島津製作所）を用い，分離

図１ 発酵バター様食品の製造工程
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カラムShim-pack SCR-１０２H（８．０mm i.d.×３００mm）で

分離した後にポストカラムpH緩衝電気伝導検出法で検

出した。溶離液には５mM p-トルエンスルホン酸を用

い，流速は０．８�／minとした。なお，同定及び定量は市

販の有機酸（特級）により行った。

６．グルタミン酸量およびGABA量の測定

発酵期間の生クリーム，チャーニング後および凍結乾

燥後の発酵バター様食品について，上記の乳酸量の測定

と同様に抽出した検液を希釈し，アミノ酸分析システム

Na型（島津製作所）を用いて，分離カラム（Shim-pack

Amino-Na）で分離した後にOPA/N-アセチルシステイ

ンによる蛍光誘導体化検出法で検出した。なお，同定及

び定量はアミノ酸標準物質（和光純薬，アミノ酸混合標

準法AN-�型及びB型）を用いて行った。
７．一般成分の測定

生クリームおよび凍結乾燥後の発酵バター様食品につ

いて，水分は常圧加熱乾燥法２３），タンパク質はマクロ改

良ケルダール法２４），脂肪は生クリームがレーゼ・ゴット

リーブ法２５），バターが間接法２６），灰分は直接灰化法２７）で

測定し，炭水化物は差し引きで求めた。

８．油脂の検査

凍結乾燥後の発酵バター様食品の酸価，過酸化物価お

よびヨウ素価を測定した。すなわち，試料約１０gを共栓

三角フラスコに採取し，試料の５倍量に相当するジエチ

ルエーテルを加え攪拌した。次に，無水硫酸ナトリウム

を約１５g加え脱水し，固形物を取り除くため，ろ紙を用

いてろ過した。その後，ジエチルエーテルを約１０�加え
残渣を洗い，再びろ過し，ろ液を減圧濃縮した後に窒素

を通じながらエーテルを十分に除去し，得られた抽出油

について，酸価は滴定法２８）にて，過酸化物価は酢酸－イ

ソオクタン法２９）にて，ヨウ素価はウィイス－シクロヘキ

サン法３０）にてそれぞれ測定した。

９．官 能 試 験

凍結乾燥により調製したLS１００１区の発酵バター様食

品と市販発酵バターについて，２０歳代の大学生男女５名

ずつの計１０名のパネラーにより，色，香り，口溶け，舌

触り，味の５項目における個人の嗜好基準による評価を，

大変良い（５点），良い（４点），普通（３点），悪い（２

点），大変悪い（１点）の５段階の指標を用いて行った。

実験結果および考察

１．微生物数の推移

発酵期間の生クリームおよび凍結乾燥後の発酵バター

様食品の乳酸菌数を図２に示した。発酵開始時はほぼ目

標接種量どおりに１００１区が１．９×１０５CFU/g，LS区が１．６

×１０６CFU/g，LS１００１区が２．３×１０６CFU/gであった。１００１

区は発酵２日後に６．２×１０７CFU/gまで増加し，発酵３日

後での推移はみられなかった。LS区は発酵１日後に４．７

×１０７CFU/gまで増加した後，幾分増加する傾向を示し，

発酵３日後には１．４×１０８CFU/gとなった。LS１００１区は

発酵１日後に１．９×１０８CFU/gまで大きく増加した後，発

酵３日後まで推移はみられなかった。これらの結果から，

乳脂肪分４７％の生クリーム中でも本試験で接種した乳酸

菌は増殖可能であることが明らかになった。なお，凍結

乾燥後の乳酸菌数は，１００１区が４．６×１０５CFU/g，LS区

が１．６×１０６CFU/g，LS１００１区が３．７×１０６CFU/g となり，

全試験区ともに減少し，凍結乾燥により一部の乳酸菌が

死滅したものと考えられた。大腸菌群（０．１g当量），黄

色ブドウ球菌（０．０１g当量）およびサルモネラ菌（０．１g

当量）は発酵期間中，凍結乾燥後ともに検出されなかっ

た。

２．pHおよび乳酸量の変化

発酵期間の生クリームのpHを図３，乳酸量を図４に

図２ 発酵期間の生クリームおよび凍結乾燥後の発酵バター
様食品の乳酸菌数

●：１００１区， ■：LS区， ○：LS１００１区

平均値±標準偏差（n＝６）

図３ 発酵期間の生クリームのpH

●：１００１区， ■：LS区， ○：LS１００１区

平均値±標準偏差（n＝６）

図４ 発酵期間の生クリームの乳酸量

●：１００１区， ■：LS区， ○：LS１００１区

平均値±標準偏差（n＝６）
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示した。全試験区とも発酵開始前のpHは６．７２，乳酸量

は１００�／１００gであった。１００１区のpHは発酵１日後に５．５１

へ低下し，その後も徐々に低下し，発酵３日後には５．０１

となり３日間で１．５程度低下した。乳酸量は経時的に緩

やかに増加し発酵３日後に２００�／１００gと発酵開始前の

２倍となった。LS区のpHは発酵１日後に４．３６へ大きく

低下し，その後も徐々に低下し，発酵３日後には３．８１と

なり３日間で３程度低下し，１００１区よりも顕著な低下が

認められた。乳酸量も１００１区に比べ顕著な増加がみられ，

発酵１日後は２７０�／１００g，発酵３日後には８６０�／１００g

に達した。このことから，GABA生成乳酸菌 L. buchneri

１００１は，発酵乳製品などによく用いられる動物性乳酸菌

である L. bulgaricus, S. thermophilusに比べ，乳酸生成

能が低く，pHを緩慢に低下させることが明らかになっ

た。一方，LS１００１区のpHは発酵１日後に４．７４へ大きく

低下し，その後も徐々に低下し，発酵３日後には４．０７と

なり，３日間で２．７程度低下したが，LS区に比べると低

下の度合いは抑えられていた。乳酸量についてはLS区

と同様に顕著な増加を示し，発酵３日後には８４０�／１００

gとなった。

３．グルタミン酸量，GABA量の変化

発酵期間の生クリーム，チャーニング後および凍結乾

燥後の発酵バター様食品のグルタミン酸量，GABA量を

図５～７に示した。全試験区ともに発酵開始時のグルタ

ミン酸濃度は添加量に相当する２０mM程度を示した。L.

buchneri１００１のみを接種した１００１区は，発酵１日後から

GABAの生成が認められ，発酵３日後には添加したグル

タミン酸の半分強を変換し，約１２mMのGABAを生成し

た。しかし，チャーニング法によりバターミルクを排除

した後のGABA量は約２．５mMとなり，著しく減少した。

一方，凍結乾燥を用いた場合のGABA量は約２２mMと高

い値を示した。しかし，発酵３日後時点でGABAへ変換

されなかったグルタミン酸も多く，凍結乾燥後に約２０

mM残存した。GABA生成乳酸菌を接種していないLS区

については，発酵期間を通してGABAの生成は認められ

ず，凍結乾燥後もGABAは検出されなかった。L. buchneri

１００１と L. bulgaricus TT１，S. thermophilusTT２を混合

接種したLS１００１区は，１００１区と同様に発酵１日後から

GABAの生成が認められ，発酵３日後には１００１区を大き

く上回る約１９mMに達し，添加したグルタミン酸の約

９０％をGABAに変換した。LS１００１区でもチャーニング

法を用いた場合のGABA量は１００１区と同様に著しく減少

し，約２．８mMとなったが，凍結乾燥を用いたものは約

３８mMとなり，１００１区の約１．７倍のGABAを含有した。LS

１００１区と１００１区でGABA生成量に差異が生じたのは，

GABA生成乳酸菌はpHの低下した環境下でグルタミン

酸を利用しGABAを生成する９），１０），１４）ため，本研究で用い

たL. buchneri１００１も同様の働きをする１５），１７）ことが影響し

たものと考えられた。すなわち，L. buchneri１００１と発

酵乳製品などによく用いられる乳酸生成能の高いL.

図７ 発酵期間の生クリームおよびチャーニング後，凍結乾
燥後の発酵バター様食品のグルタミン酸量およびGABA量
（LS１００１区）

□：グルタミン酸， ■：GABA

平均値±標準偏差（n＝６）

図５ 発酵期間の生クリームおよびチャーニング後，凍結乾
燥後の発酵バター様食品のグルタミン酸量およびGABA量
（１００１区）

□：グルタミン酸， ■：GABA

平均値±標準偏差（n＝６）

図６ 発酵期間の生クリームおよびチャーニング後，凍結乾
燥後の発酵バター様食品のグルタミン酸量およびGABA量
（LS区）

□：グルタミン酸， ■：GABA

平均値±標準偏差（n＝６）
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bulgaricus, S. thermophilusが混在し，pHが大きく低下し

たLS１００１区は多くのGABAを生成したのに対し，L.

buchneri１００１は L. bulgaricus, S. thermophilusに比べて乳

酸生成能が低いため，L. buchneri１００１のみを接種した

１００１区ではpHの低下が緩慢でGABA生成能の働きが弱

く，多くのグルタミン酸がGABAに変換されずに残存し

たものと考えられた。先の結果でLS区とLS１００１区の発

酵期間における乳酸量はほぼ同値で推移したが，pHは

LS１００１区がLS区よりも若干高い値を示した。これは，

LS１００１区は多くのGABAを生成することから，GABA

生成時のグルタミン酸の脱炭酸によるpH上昇作用１２），１３）

が影響したものと推察された。寺島ら１７）は培地中ではpH

４付近まで低下すると L. buchneri１００１の活動が鈍り，

GABA生成がみられなくなることを報告しているが，本

試験で最も多くのGABAを生成したLS１００１区ではpH４

まで低下している。これは乳にはpH緩衝作用があるこ

とから，その環境下で L. buchneri１００１が酸耐性を獲得

し，pHが４付近まで低下してもGABA生成能を働かせ

たものと考えられた。

これらの結果から，GABA生成乳酸菌を発酵バターの

スターターとして利用し，GABA生成能を向上させ，効

率よくGABAを生成させるためには L. bulgaricus，S.

thermophilusなどの乳酸生成能が高い乳酸菌と混合接種

することが有効であると考えられた。

４．一 般 成 分

原料に用いた生クリーム，市販発酵バター（仏産）お

よび凍結乾燥により製造したGABA含有発酵バター様食

品LS１００１区の一般成分を表１に示した。

LS１００１区の発酵バター様食品は市販発酵バターに比

べ水分は約１／４の３．８％と少なく，これにより固形分割

合は増すことから，タンパク質は約５倍の３．１％，脂肪

は３．５％高い８６．９％，炭水化物は顕著に高い５．７％を示し

た。これは凍結乾燥では水分のみがほとんど昇華し除去

されることから，チャーニング法ではバターミルク排出

時に流出する生クリーム中のタンパク質や炭水化物が凍

結乾燥後も残存したためと考えられた。なお，厚生労働

省で定められた乳及び乳製品の成分規格等に関する省

令３１）では，バターの成分規格は乳脂肪分８０％以上，水分

１７％以下とされているため，本試験で製造したGABA含

有発酵バター様食品は十分に成分規格を満たしていた。

この結果から，凍結乾燥を用いることで従来製法のバタ

ーに比べ，原料に含まれる脂肪だけでなく，タンパク質

や炭水化物の有用成分を漏れなく含有した栄養面でも優

れたGABA含有発酵バター様食品を製造できることが明

らかになった。

５．油脂の品質

凍結乾燥により製造したGABA含有発酵バター様食品

LS１００１区の酸価は１．８１，過酸化物価は４．１０であった。

バターの単体での安全基準はないが，厚生労働省が定め

る衛生規範による生洋菓子に用いる原材料の成分規格で

は，油脂類は酸価３以下，過酸化物価３０以下３２）と定めら

れており，本試験で製造したGABA含有発酵バター様食

品はこの規格を満たしていた。また，ヨウ素価は３１．７０

で，通常のバターと同程度（夏：３８，冬：３２）３３）の結果

が得られたことから，油脂の品質の上でも問題ないもの

と考えられた。

６．官 能 評 価

市販の発酵バター（国産，仏産）および凍結乾燥によ

り製造したGABA含有発酵バター様食品LS１００１区の官

能試験の結果を表２に示した。色，香り，口溶け，舌触

りおよび味の全ての項目で各試料間に有意差は認められ

なかった。パネラーは発酵バターの摂食経験がほとんど

無い学生であったが，GABA含有発酵バター様食品LS

１００１区の各評価項目の５段階指標の平均値は２．８～３．８で，

市販の発酵バターと遜色ない官能評価を得たことから，

嗜好性の面でも問題ないものと考えられた。なお，LS

１００１区についてはヨーグルト様の香りとともに味の濃厚

さを感じるとの感想があげられ，これがパネラーの嗜好

に合致したものと思われた。これは先述のとおりLS１００１

区は凍結乾燥で水分のみがほとんど除去され，脂肪分が

高まることに加え，生クリーム中のタンパク質や炭水化

物が残存したことが影響したものと考えられた。

以上の結果から，うま味を付与するために食品製造で

広く使われているグルタミン酸ナトリウムを添加した生

クリームへ，GABA生成乳酸菌 L. buchneri１００１を乳酸

表１ 生クリーム，市販発酵バターおよび凍結乾燥法で製造したGABA含有発酵バタ
ー様食品（LS１００１区）の一般成分

生クリーム 市販発酵バター（仏産）
GABA含有発酵バター

様食品（LS１００１区）

水 分（％） ４８．４ １５．４ ３．８

タンパク質（％） １．７ ０．６ ３．１

脂 質（％） ４７．０ ８３．４ ８６．９

灰 分（％） ０．３ ０．４ ０．５

炭水化物（％） ２．６ ０．２ ５．７
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生成能が高い乳酸菌とともに混合接種することで，発酵

中にGABAが効率的に生成され，さらに，発酵後にチャ

ーニングせずに凍結乾燥することにより，GABAを添加

することなく，GABAを高濃度に含有する良好な品質を

備えた発酵バター様食品を製造できることが明らかにな

った。なお，血圧上昇抑制に必要なGABA摂取量は約１０

～２０�／日３），３４）であり，本試験で製造したGABA含有発酵

バター様食品はGABAを約４�／g含有することから，

パン１枚当たりに塗る量とされる１０gで十分に効果が期

待できるものと考えられた。

要 約

富山県の伝統食品「かぶらずし」から分離したGABA

生成乳酸菌であるLactobacillus buchneri１００１を用いて発

酵バター様食品の開発を試みた。その結果，グルタミン

酸を添加した生クリームへ，L. buchneri１００１を L.

bulgaricus, Streptococcus thermophilusとともに接種する

ことで，発酵中にGABAが効率的に生成した。さらに，

発酵後に従来のバター製造法であるチャーニングの代わ

りに凍結乾燥することにより，GABA含有量が高く，タ

ンパク質と炭水化物も含む発酵バター様食品が得られた。

この発酵バター様食品は成分規格を満たし，官能的にも

市販の発酵バターと同等の良好な評価を得た。
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